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要旨：ソフトランディング補強とは，既存柱が地震時にせん断破壊した後，免震装置に着座

するという補強方法である。その免震装置を取り付ける新設柱と，既存柱を PC 鋼棒で圧着

した場合に，接合面が鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 1）に基づいて設計可能かどう

かを検証するため，圧着面での水平力伝達機構とその性能を実験的に検討した。試験体は圧

着力をパラメータとし，定軸力下で水平力を与えた。実験の結果から，文献 1）による式を

用いて設計することの妥当性が確認された。 
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1. はじめに 

 既存建築物を耐震化する手段として，既存建

築物に免震装置を取り付ける補強方法がある2)～

6)。この場合，ジャッキアップ等で建物を持ち上

げる必要がありコストがかかってしまうことが

問題である。そこで低コストで免震装置を既存

建築物に取り付け，耐震安全性を向上させる手

法として，ソフトランディング補強が考えられ

る。ソフトランディング補強とは図－1 に示すよ

うに，既存ピロティ建物における一階の柱の周

りに免震装置をもつ新設柱を取り付け，既存柱

が地震時にせん断破壊することによって新設柱

の免震装置に着座し，既存柱への力を新設柱が

受け持ち，建物の免震化を図るというものであ

る。その際，既存柱の水平力は接合面のねじれ

モーメントで，鉛直力は接合面の直接せん断力

で新設柱に伝えられる。しかし，既存柱と新設

柱の接合面の設計法は未だ確立されていない。

例えば，文献 1)に示されているフラットスラブ

接合部の設計法では，ねじれモーメントと直接

せん断力による抵抗機構を考慮した設計式が提

案されているが，本構造は一体打ちであるフラ

 

 

図－1 ソフトランディング補強 
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直力･水平力の伝達機構とその性能を明らかに

する必要がある。 

そこで本実験では，既存柱と新設柱の接合部

について，文献 1)に示されたフラットスラブの

パンチングシア防止に関する式が適用可能かを

検討する。具体的には，コンクリート強度の違

う二種類の RC 柱部を既存柱部と新設柱部とし

て作成し，PC 鋼棒で圧着をする。そして圧着力

をパラメータとした静的加力実験を行い，既存

柱と新設柱の圧着面における，作用鉛直荷重下

での水平力伝達機構とその性能を実験的に検討

する。 

 

2. 実験概要 

2.1 試験体概要 

 試験体は既存柱，新設柱部，免震装置部から

構成されている。既存柱部およびスタブでは実

際の柱をモデルに，コンクリート強度として

Fc=18N/mm2，新設柱部では Fc=36N/mm2 を採用

した。免震装置部は鉄骨水平二方向ピンを模式

的に採用した。想定しているソフトランディン

グ補強の方法が柱に対して上下対称のため，本

実験では柱の下半分を試験体とした。また，本

来ソフトランディング補強では既存柱の四面に

新設柱を取り付けるが，地震時に水平力が加わ

る場合に水平力と平行する面の免震装置が主と

して抵抗すると考え，その二面だけに新設柱を

取り付けた。 

試験体諸元を表－1 に，試験体配筋図を図－2

にそれぞれ示す。 

表－1 試験体諸元 

 

 

 

 

試験体は No.1～No.5 の計 5 体を作製し，No.2

試験体は伝達すべき鉛直力を Vu=55kN，No.4 試

験体は Vu=81kN とした定軸力下で正負繰り返し

に水平力を加えた。No.5 試験体では圧着力を上

げ，Vu=157kN の高軸力下で同様の実験を行った。 
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図－2 試験体配筋図（単位:ｍｍ） 

 

一方，No.1 試験体，No.3 試験体については， 

それぞれ鉛直方向，水平方向のみの加力を行っ

た。各試験体とも実験終了後に鉛直力だけの載

荷を行い，終局伝達鉛直力 V0を求めた。 

2.2 設計方法 

 文献 1)によると，軸耐力 V と水平力によるね

じれモーメント耐力 M は，V0と M0を用いて式

(1)で計算できる。ここで，V0は鉛直力のみが伝

達される時の終局伝達鉛直力，M0 はモーメント

のみが伝達される時の終局伝達モーメントであ

り，全塑性ねじれモーメントとする。 
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文献 1)では，M0は次式で示されている。 

tsf MMMM ++=0        （2） 

ここで，Mfと Msは加力直交方向の抵抗機構であ

り，それぞれスラブの曲げ抵抗によって伝達さ

れるモーメント，せん断力により伝達されるモ

ーメントである。Mt は加力方向両側面のねじり

により伝達されるモーメントである。（図－3）。 

図－3 柱頭周りの伝達応力 
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本機構では，加力直交方向の免震装置には抵

抗要素として期待しないので，Mfと Msは 0 とし

た。したがって，終局伝達モーメントは接合面

一面あたり，次式で計算できる。 

ατ ut
abaMM 





 −==

32

2

0           (3) 

a，b はそれぞれ断面の短辺，長辺を表しており，

文献 1)ではα=6 となっている。 

 また，終局伝達鉛直力は，接合面一面あたり

次式で計算できる。 
   DbV uτ=0                         (4) 

D，b はそれぞれ接合面せい，接合面幅を表す。 

これにより，M0，V0 は共にτu と寸法にのみ依

存することがわかる。 

 一方，Mu，Vuは，それぞれ 7 階建のプロトタ

イプ建物の自重および積載荷重，CB=0.2 とした

水平耐力，ピンと接合面の中心間距離 L=1.12m

から，次式のように仮定した。 
   5.843=uV  

   9.18812.12.0 =××= uu VM  

これらを式(1)に代入し，接合面に必要な終局せ

ん断耐力τが以下のように算出できる。 
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これより，τ=1.86 となる。これを式(3)，(4)に

代入すると，M0と V0は以下のようになる。 
   5.9760 =V  

   7.14010 =M  

ここで，摩擦係数 μ=1.0，PC 鋼棒による圧着応

力度をσ0とすると，式(5)が成り立つ。 

   0µστ =                          (5)    

式(5)より，σ0=1.86 とした。 

したがって，圧着導入力は次のようになる。 
   kNba 5.1080 =×× σ  

No.1～No.4 試験体には上で求めた値を用いた。 

一方，No.5 試験体については，No.1～No.4 試

験体の実験から実際の μ の値が 0.5 程度である

と判明したため，τ=1.56，μ=0.5 を式(5)に代入

し σ0=3.12 を算出した。 

さらに，既存柱のコンクリート強度で決まる

直接せん断強度（τ=0.335√σB=1.4）を十分超

えるよう，30 パーセントの割り増しを行った。 

したがって，圧着導入力は次のようになる。 
  kNba 5.2363.10 =××× σ  

2.3 圧着方法 

 既存柱と新設柱部を PC鋼棒 4本により油圧ジ

ャッキを用いて導入力を管理しながら圧着した。

それぞれの試験体の圧着導入力は 2.2 で算定し

た。 

2.4 加力方法及び計測方法 

 加力は図－4 に示す加力装置を用いて行った。

加力中心線の延長上に鉄骨二方向ピンの中心が

来るように配置し，水平力は 2 本の油圧ジャッ

キ（図－4 中 A）を用いて正負繰り返しで作用さ

せた。鉛直力は，二本の油圧ジャッキ（同図中 B，

C）を用い，上下スタブに回転を生じさせないよ

うに制御しながら作用させた。 

 

BC A(前後2本)

 
図－4 加力装置図 

 

加力履歴は各柱試験体とも，最大耐力点まで

は 5kN～10kN 程度で漸増載荷による荷重制御と

し，それ以降は変位制御で最大耐力点変位の 2

倍を目標に載荷を行った。PC 鋼棒が破断する危

険性があったため，正負繰り返しの 1 サイクル

目で終了した。計測項目は，水平力，鉛直荷重，

全体の鉛直変位，接合面の相対鉛直変位及び相

対水平変位と相対回転角，鉄筋，鉄骨の歪とし

た。なお，接合面については既存柱を剛と考え，

新設柱とスタブの相対鉛直変位・相対水平変位

加力方向
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を計測し用いた。また，接合面における上下端 

部の相対水平変位の差を計測点間の距離で除し

た値を相対回転角とした。 

 No.5 試験体の加力履歴を図－5 に示す。 

 

3. 実験結果 

3.1 荷重－相対回転角関係 

 各試験体の水平力－接合面での新設柱と既存

柱間の相対回転角関係を図－6 に示す。 

No.2 試験体は，正負ともに 30kN を超えたと

ころで剛性が低下し，徐々に耐力を低下させな

がら変位が増加した。その後，27kN 付近で耐力

が安定した。また，初期剛性，除荷時および再

載荷時の剛性低下はほとんど見られなかった。 

 No.4 試験体は，26kN を越えたあたりで剛性が

低下し始め，最終的には正方向で 21kN，負方向

の 18kN 程度で耐力は落ち着いた。除荷時および

再載荷時の剛性低下はほとんど見られなかった。 

No.5 試験体は，80kN 付近から剛性低下が顕著

になり始め，除荷時および再載荷時の剛性低下

が見られた。 

 No.1 試験体の鉛直方向，No.3 試験体の水平方

向については，それぞれ最大耐力が 107kN，39kN

程度であった。 

3.2 式(1)の検証 

式(1)の適用性を検証するため，計測した各試

験体の V0，M0，Vu，Muを表－2 に，それらを式

(1)上にプロットしたものを図－7 に示す。 

No.4

No.2

No.5

No.1

No.3

No.4

No.2

No.5

No.30.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

0.00 0.20 0.40 0.60 0.80 1.00 1.20

Mu/M0

V
u
/
V

0

α=6

α=1.59

 

図－7 Vu/V0-Mu/M0関係 
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図－5 加力履歴（No.5 試験体） 
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    図－6 水平力－相対回転角関係 
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表－2 実験結果一覧 

No.3

No.2
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τ
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図－8 τv－α′関係 

 

なお，M0は各試験体のτとα=6 を式(3)に代

入し求め，Muは計測した水平力に，鉄骨二方向

ピンの中心から接合面の中心までの距離を乗じ

て算出した。 

文献 1)に従ってα=6 とした場合，各試験体か

ら導いた値（図中◆）は式(1)を表すグラフ上の

実線より左側となる。 

これは，式(1)で保証された値以下で新設柱と

既存柱の接合部が最大耐力を向かえることにな

る。つまり，式(1)で α=6 を評価式として適用

することは危険側の評価となる。 

そこで，水平力のみの加力を行った No.3 試験

体の終局伝達鉛直力 V0を，式 (4)に代入しτu

を求め，さらに，その値と実験で計測した全塑

性ねじりモーメント Mu（=M0）を式(3)に代入す

ることにより，逆算的にαを求めた。得られた

αを No.1，2，4，5 試験体にも当てはめ，各試

験体のτuとαから式(3)により算出しなおした

M0を表－3 に示す。その結果，各点はグラフの

右側へ平行移動し，No.5 試験体を除いて式(1)

に対し安全側の範囲に収まった。 

一方，No.1～No.4 試験体について，式(3)の左 

表－3 α=1.59 での各耐力 
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図－9 τv－α′関係 

 

辺 M0を実験時の最大

ねじれ耐力 Muに置き

換え， 終局伝達鉛直

力 V0 と式(4)から得

たτを代入して求め

たα’と，実験時の定

軸力 Vuと式(4)から得たτvの関係を図－8 に示

す。また，各試験体のτvとα’の値を，表－4 に

示す。 

No.1～No.4 試験体の作用軸力におけるαの値 

は，図－7 に示めす直線によって安全側に評価す

ることができた。 

ここで，図中の直線の式は次のようになる。 

   1'

0
=+

α
α

τ
τ

uo

u                       (6)

ただし，τuoは No.1 試験体のせん断強度を表し，

α0は No.3 試験体の値を指す。 

さらに，A，B を次式で表す。 

   baA ×=                          (7) 

u
abaB τ





 −=

32

2

                  (8) 

すると，式(6)の 1 項目の分子，分母に式(7)を

試験体名 τv α'

No.1 0.92 0.00

No.2 0.47 1.23
No.3 0.00 1.59
No.4 0.70 0.92

表－4　τvとα’

V0 Vu Vu/V0 M0(α=6) Mu Mu/M0(α=6) α τ M0(α＝1.59) Mu/M0(α＝1.59)
(kN) (kN) (kNm) (kNm) (N/mm2) (kNm)

No.1 107.00 107.00 1.00 51.56 0.00 0.00 No.1 1.59 0.92 13.65 0.00
No.2 95.78 55.00 0.57 46.15 9.49 0.21 No.2 1.59 0.82 12.22 0.78
No.3 96.72 0.00 0.00 46.61 12.34 0.26 No.3 1.59 0.83 12.34 1.00
No.4 113.00 81.00 0.72 54.45 8.40 0.15 No.4 1.59 0.97 14.41 0.58
No.5 447.46 157.30 0.35 215.61 33.81 0.16 No.5 1.59 3.84 57.07 0.59

試験体名 試験体名
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かけ，2 項目の分子，分母に式(8)をかけると，

式(6)は次式となる。 

   1'

00
=×+×

α
α

τ
τ

B
B

A
A

u

u  

これを変形して次式を得る。 

   1
00
=+

M
M

V
V

                      (9) 

以上により，本実験を式(1)で評価することが

可能となる。 

次に，式(6)の各項を T 乗すると次式となる。 

1'
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               (10) 

図－9 に T=1.5，2.0 の時の，式(10)の曲線を

示す。式(6)が示す評価軸に比べ，より図中の各

点に近似している。T=1.5 では安全側となってお

り，T=1 とした式(9)よりも精度は良い。 

 

4. まとめ 

 PC鋼棒で圧着した試験体に対する静的加力実

験を行い，ソフトランディング補強において文

献 1)で示されている式(1)が適用可能かを実験

的に検討した。実験の結果，以下の知見が得ら

れた。 

(1) 接合面が滑り始め，ねじれ耐力に達した後

も，急激に耐力低下することはなく，安定

した挙動を示した。 

(2) α=6 とした場合，式(1)では危険側の評価

となる。 

(3) 実験で得られたα=1.6 を用いると，式(1)

により，作用定軸力とねじれモーメント耐

力の関係は安全側に評価できた。 

(4) 本実験においては，式(1)を評価式として用

いることができた。 

(5) 新たな評価式として，式(10)（本実験におい

ては，例えば T=1.5）が考えられる。 
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